
平成２７年度　政府予算案（大阪府 住宅・まちづくり関連）の決定内容
平成27年2月23日
大阪府
※ ２月２日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	災害に強い住まいと都市の形成

１．密集市街地整備の促進

・国費率の引き上げ、国費の重点配分
・地方債に関する特別措置

・防災街区整備事業における固定資産税の減額措置の延長


	◆概算要求の状況　国土交通省

地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　６４４億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　　９，１２４億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，６４７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕1兆　８４１億円）

○密集市街地総合防災事業　　　　　　　　〔全〕　３２億円

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（新規）
	　　〔全〕９，０１８億円

　　〔全〕１兆 ９４７億円

　　〔全〕　　　２４億円
	

	
	◆予算項目以外の状況　
・密集市街地の改善が国土強靭化基本計画等に位置づけられるともに、密集市街地における総合的な環境整備に対する新たな支援制度「密集市街地総合防災事業」の創設が盛り込まれた。

・防災街区整備事業における固定資産税の減額措置の延長は盛り込まれたが、国費率引き上げ、地方債に関する特別措置等の制度拡充は実現していない。
	

	２．住宅・建築物の耐震化の促進

・国費率の引き上げ、特別交付税措置の拡充

・緊急支援事業の制度復活

・耐震改修促進税制による所得税控除に係る控除額の上限撤廃


	◆概算要求の状況　国土交通省

地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　６４４億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　　９，１２４億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，６４７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕1兆　８４１億円）

○耐震対策緊急促進事業　　　　　　　　〔全〕　２００億円

（Ｈ２６：〔全〕　２００億円）
	　　〔全〕９，０１８億円

　　〔全〕１兆 ９４７億円

　　〔全〕　　　180億円
	

	
	◆予算項目以外の状況　
・国費率の引き上げ等の制度拡充は実現していない。
	

	３．社会資本整備総合交付金制度等の
充実強化

(1) 財源の確保と適正な配分
・府事業及び市町村事業が安定的かつ確
実に実施できるよう必要額の配分
	◆概算要求の状況　国土交通省

地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　６４４億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕　　９，１２４億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，６４７億円
　（Ｈ２６：〔全〕1兆　８４１億円）
	　　〔全〕９，０１８億円

　　〔全〕１兆 ９４７億円


	

	(2) 公営住宅に係る制度の充実

・エレベーター設置事業等を「防災・安全交付金」の対象事業とする
	◆予算項目以外の状況　
・「防災・安全交付金」の対象事業とする要望は実現していない。

	

	活力と魅力ある都市空間の創造
１．うめきた（大阪駅北地区）における都市空間創造の推進

・公的機関による土地取得・保有ができる制度の創設
・補助制度の国費率の引き上げ
	◆予算項目以外の状況　
・公的機関が、鉄道・運輸機構所有地の更地後の土地を一時期間保有する制度については、制度創設に至らなかったが、現行制度の枠組みでの対応を調整中。

・地下化・新駅設置などの基盤整備、防災機能を備えた大規模な緑地整備を円滑に進めるための事業費の確保については、一定予算措置される予定だが、補助制度の国費率の引き上げ等の拡充は実現していない。
	

	２．新たなエリアマネジメント手法の構築

(1) 公共施設管理の行政権の一部付与や法的な権限のもとで財源を確保できるＢＩＤ制度の創設
	◆予算項目以外の状況　
・日本版ＢＩＤ制度の創設は実現していない。
	

	(2) コミュニティ再生機構（ＣＩＤ組織）の提案

～自律的PPP組織による泉北ニュータウンの再生～

・準自治体的な役割を担うPPP組織（CID組織）に係る必要な制度設計、財政的支援
	◆予算項目以外の状況　
・自立的PPP組織設立に必要な制度設計、財政的支援については実現していない。


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．日本の玄関口「りんくうタウン」の
活性化

・まちの開発・運営を行う企業グループへのリスクマネーの供給等
	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度創設等は見受けられない。

	

	４．彩都東部地区の事業化の促進
・都市再生機構に対する適切な指導
	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な項目は見受けられない。

	

	安心して暮らせる住まいの実現
１．住宅セーフティネットの確立・強化

・社会保障制度の見直しに当たって、公営住宅や生活保護（住宅扶助）など多岐に分かれる住宅施策について、総合的な視点に立った仕組みの構築

	◆予算項目以外の状況

・国の社会保障審議会において、生活保護の議論がされ、住宅扶助の見直しが実施される予定。ただし、住宅バウチャー制度など新たな仕組みは実現していない。
	

	新たなエネルギー社会の構築に向けた建築物の質の向上
１．建築物への新エネ・省エネ設備の導入促進

・補助制度の対象事業の適用拡大、補助率の引き上げ等
	◆概算要求の状況　
国土交通省
○環境・ストック活用推進事業　　　 　　　〔全〕２０７億円
　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕１７６億円）
経済産業省
○エネルギー使用合理化事業者支援補助金　 〔全〕７５０億円

（Ｈ２６：〔全〕４１０億円）
	〔全〕　　　６１億円

　　〔全〕　　４１０億円
	

	
	◆予算項目以外の状況　
・補助率の引き上げ等は実現していない。
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
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